
事業目的

事業概要

億円 ）

地域経済産業グループ地域企業高度化推進課

商務情報政策局サイバーセキュリティ課

商務情報政策局情報技術利用促進課

中小企業庁経営支援課

（１）地域DX促進環境整備事業

①地域ぐるみで企業のDXを促進するため、産学官金が参画する支援コミュニティ

が行う伴走型支援やマッチング等に要する費用を補助します。（補助）

②地域の特性や強みとデジタル技術を掛け合わせ、地域企業等が行う新事業

創出の実証事業を補助します。（補助）

③公設試検索システムの更新や地域未来牽引企業等の経営状況の調査、産

業用地検索システムの構築等を行います。（委託）

（２）地域デジタル人材育成・確保推進事業

①デジタル人材育成プログラムの運営及び現場研修プログラムの伴走支援を含

む地域内のデジタル人材育成のハブ機能の実証を実施します。（委託）

②デジタルスキル・能力の見える化に向けた環境整備及び専用ポータルサイトを

運営します。（独法交付金）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、デジタル化は不可逆的に進展して

います。各国では非接触・リモート社会の構築に向けて、デジタル投資が加速して

おり、デジタル技術の活用の成否が企業・産業の競争力に直結します。地域企

業・産業が、こうした動きに取り残されることなく、生産性を向上し、付加価値を生

み出していくためには、デジタル技術を活用した業務・ビジネスモデルの変革（デジ

タルトランスフォーメーション（DX））を実行していくことが不可欠です。本事業で

は、各種の取組を通じて、地域企業・産業で取組が遅れているDXを強力に支

援・推進します。

成果目標

（１）①事業年度から、その３年後までの間において、支援コミュニティの活動地域に

おける「地域未来牽引企業と地域未来投資促進法に基づく承認地域経済牽引事業

者」からなる企業群の労働生産性の伸び率を６％以上増加することとします。

②事業終了後３年を経過した日までに、実証事業のうち、対象となる新事業に係る

売上計上を予定する事業の割合を50%以上とします。

（２）令和8年度までに地域企業のDXを進められる人材（課題解決型現場研修

プログラム修了者）を1,300人育成・確保します。

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）
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